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【第１条】 目的 

条文 

‣目的 

この法律は、労働者及び使用者の自主的な交渉の下で、労働契約が合意により成立し、又は変更され

るという合意の原則その他労働契約に関する基本的事項を定めることにより、合理的な労働条件の決

定又は変更が円滑に行われるようにすることを通じて、労働者の保護を図りつつ、個別の労働関係の

安定に資することを目的とする。 

解説 

(１) 趣旨 

‣趣旨 法第１条は、法の目的を明らかにしたものです。 

(２) 内容 

① 法第１条は、労働契約が合意により成立し、又は変更されるという合意の原則その他労働契約に関す

る基本的事項として民事的効力を明らかにする規定等を定めることにより、労働者及び使用者による

合理的な労働条件の決定又は変更が円滑に行われるようにすることを通じて、労働者の保護を図り

つつ、個別の労働者及び使用者の間において個別労働関係紛争が生じることのない円滑な関係の維

持を図っていくこと、すなわち「労働者の保護を図りつつ、個別の労働関係の安定に資すること」が法

の目的であることを規定したものです。 
 

② 法第１条の「労働者及び使用者の自主的な交渉の下で、労働契約が合意により成立し、又は変更され

るという合意の原則」には、法第３条第１項の労使対等の原則、法第６条の労働契約の成立についての

合意の原則及び法第８条の労働契約の変更についての合意の原則が含まれるものです。 
 

③ 法第１条の「その他労働契約に関する基本的事項」には、法第３条第１項以外の法第 １章の労働契約の

原則等を定める規定、法第６条及び第８条以外の法第２章の就業規則と労働契約との法的関係等を

定める規定、法第３章の出向、懲戒及び解雇に関する権利濫用禁止規定及び法第４章の期間の定めの

ある労働契約に関する規定が含まれるものです。 
 

④ ②及び③のような規定を法に定めることにより、法第１条の「合理的な労働条件の決定又は変更が円

滑に行われる」ことが促されることによって、個別労働関係紛争が防止されることとなり、これにより

「労働者の保護を図りつつ、個別の労働関係の安定に資する」こととなるものです。 


